
交付金事業実施状況報告及び推進事業実績報告並びに基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等）

（単位：円）

２．消費者行政決算 見込み額及び今年度の支出等額
（単位：円）

↑常勤化、定員増反映後

↑常勤化、定員増反映後

別　紙

うち、先駆的事業 -                      

774,414           

消費者行政決算総額 （見込み）

62,196,744       

41,628,057       

都道府県決算 （見込み）

-                      

-                      -                      

64,609,833                                                              

-                    

35,083,758         27,112,986         

774,414             

14,974,059         14,974,059       

2,581,979           2,581,979        

233,872,705                                                             

７.消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

49,839,040       

-                    

91,467,097       

2,626,412           

-                      

-                      

合計

8,396,297        

２.消費生活相談員養成事業

４.消費生活相談体制整備事業

支出等額

5,769,885           

６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業

管内市町村決算 （見込み）

３.消費生活相談員等レベルアップ事業

市町村 合計

-                      5,125,583           5,125,583        
１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

都道府県事業名（事業メニュー）

19                   

支出等割合（先駆的事業（交付金）を除く。）

88,885,118                                                              

91,467,097                                                              

169,262,872                                                             

％

支出等額（先駆的事業（交付金）を除く。）

支出等割合 39                                                                 

38                                                                 

％ ％

19                   ％



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．消費生活相談体制整備事業

人 人時間／年

人 人時間／年

人

人

人 円

人 円

人

県 0

管内市町村

対象人員数計 追加的総費用

県

25,855,363

管内市町村 13

対象人員数
（報酬引上げ）

26 15,522

追加的総業務量（総時間）
対象人員数

（勤務時間、日数等の拡大）

佐野市、日光市、大田原市、さくら市、壬生町

管内市町村 栃木市、佐野市、大田原市、下野市、上三川町、益子町、壬生町、野木町、高根沢町、那須町

人

管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

法人募集型

人日

人日

事業実施自治体

人

自治体参加型

実施形態 管内全体の研修参加・受入（実績）

人

県

39

人日

事業実施自治体

人日



５．都道府県が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：円）

6,498,000 44,496,726 44,533,000 19,699,000 16,257,000 19,921,374 5,522,880 

1,098,3661,637,000 1,099,696 1,330

154,000 154,000 0 0

1,637,000

33,392,000 19,699,000 13,662,000 34,013,958 19,920,044

3,350,000 618,000 684,000 3,613,187

6,000,000 186,000 5,814,000 5,769,885

交付金等対象経費

14,064,018

5,522,880

市町の消費生活相談員等のスキルアップのため相談事例研修や通
信講座の実施を行った。今年度は新規事業として、これまでの相談
現場で得た経験を踏まえ、知識や技術をフォーローアップし、ブラッ
シュアップを行うための研修（ブラッシュアップ研修）、国家資格試験
科目と同内容の講座を実施した国家資格レベル取得講座、相談事
例を法的な視点で掘り下げ、相談対応、助言・あっせん等のスキルの
充実を図る相談事例法的研究講座等を実施した。

市町消費生活センターの運営を支援する知識の習得のための県消
費生活相談員の国民生活センター主催研修参加支援、市町消費生
活センターの運営を支援するために県消費生活センターの運営を支
援するために、県消費生活相談員の市町への派遣、市町が受け付
けた処理困難事案の弁護士相談の仲介等の実施。

ﾒﾃﾞｨｱ等を活用した啓発、街頭・出前講座等での啓発、高齢者及び
若者を対象とした啓発事業（ｼﾙﾊﾞｰ大学校での啓発ｲﾍﾞﾝﾄ、ﾌﾟﾛｽﾎﾟｰ
ﾂ試合会場での若者向け啓発等）、高齢者の見守りを実施するｻﾎﾟｰ
ﾀｰ等への啓発資料等の作成・配付、消費者教育事業（巡回演劇、消
費者ｶﾚｯｼﾞ、消費者教育教員向けｾﾐﾅｰ、消費者教育普及啓発資料
の作成、食品表示研修会等）、放射性物質簡易検査等

消費者月間ｷｬﾝﾍﾟｰﾝの実施、消費者力ステップアップ講座、消費生
活フェスタ、くらしの安全安心サポーター研修会等を実施

事業経費

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

774,414

16,183,803 

事業の実績

29年度
本予算

事業経費
交付金等対象経費

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業（実績）の概要事業名（事業メニュー）

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

247,005

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

事業計画

28年度
補正予算

29年度
本予算

基金
（交付金相当分）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

合計

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ



６．推進事業及び活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

事業強化・機能強化の成果

【交付金】消費生活相談員及び消費者行政担当者研修実施のための委託料（講師謝金等）
【基金】消費生活相談員研修のための委託料（講師謝金）等

消費生活相談員向け講座（ブラッシュアップ研修　５回、１３９名、国家資格レベル取得講
座　スクーリング　５回　１３７名）

・県の消費生活相談員を国民生活センター主催の研修に参加させることにより、市町消費
生活センターの窓口相談業務の運営を支援するために必要な知識を習得できた。
・市町消費生活センターに経験豊富な県の消費生活相談員を派遣し、窓口相談業務のノ
ウハウ等を提供することにより、市町消費生活センターの適切な運営を支援することが出来
た。（7市町：述べ１４５回）
・今年度の新規事業として相談対応困難者（過剰・不当要求する者等）からの相談が増加
傾向にあることから、メンタルケア研修（２回　79名）及び多重債務研修会（２１名）を実施
し、市町の消費生活相談業務を支援することができた。

・ﾃﾚﾋﾞ・ﾗｼﾞｵ・新聞等各種メディアを活用して、消費者啓発を行い、県民の消費者意識の
向上を図ることができた。
・高齢者の消費者被害を防止するため、県内３箇所で高齢者向け啓発イベントを実施し
た。（３回：８０５名）
・市町の高齢者見守りネットワークに市町消費生活センターが積極的に関与していく体制
づくりを支援するため、市町及び関係団体等に事業を周知し協力を依頼するとともに、県
薬剤師会を通じ各調剤薬局や県指定自動車教習所等に高齢者向け啓発資料の配布等
を依頼した。
・障害者の消費者トラブルを防止するため、障害者のための見守りハンドブックを１５，０００
部作成し、障害者団体や障害者福祉サービス事業者等に配布を行った。
・子供から高齢者まで誰もが楽しみながら悪質商法への対応や消費者ﾄﾗﾌﾞﾙで困った時の
相談先などを身に付けることができるよう、県内劇団に委託し消費者被害防止啓発演劇を
小学校やシルバー大学校等で上演（３４回）して、７，１１８名が鑑賞し、消費者教育・啓発
を図ることができた。
・県内大学等において「とちぎ消費者カレッジ」（１２会場：９５０名参加）を開催し、講演等を
通じて、若者が消費生活に必要な基礎知識を身に付けられるよう支援した。
・若者向けの啓発として、県内で人気のあるプロスポーツの試合会場で消費者被害防止の
ための啓発を行った。
・教育委員会と連携し、消費者教育の理念や指導方法を考えるための教員向けセミナーを
実施した。（２回：８６名）
・消費者教育普及のための資料を作成（小学生向け２４，０００部、中学生向け２２，５００
部、高校生向け２０，０００部）し、教員及び児童、生徒（各校１学年分）に配布した。
・食品表示制度に興味と関心を持ってもらうため、小学生と保護者を対象として夏休みの
自由研究を想定した食品表示作成教室を実施した。（２回：２１２名）
・商品テストの一環として、放射性物質簡易検査を実施(平成２８年度実績：８検体)し、消費
者の安全・安心に寄与することができた。

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

【交付金】講師謝金、テレビ・ラジオ等広告料、出前講座実施委託料、啓発演劇上演委託料、プロスポーツ試合会場での啓
発委託料、会場借料、消費者教育・啓発資料等作成費、消耗品費等

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

対象経費（実績）事業名（事業メニュー）

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

【交付金】県消費生活相談員旅費、弁護士謝金、講師謝金等

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）



７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

・５月に消費者月間キャンペーンとして、消費者、事業者、行政が一体となって「消費生活
フェスタ」を開催したほか、消費者問題に関する啓発・教育等の各種事業を集中的に行
い、啓発効果の強化を図ることができた。
・地域における消費者啓発等の担い手となるリーダーを育成し、各人が地域の核となって
消費者への啓発を広げていくことにより消費者トラブルの未然防止・拡大防止を図るため、
消費者力ステップアップ講座を開催した。（基礎コース６日間、応用コース６日間　延べ４１
人参加）
・地域において消費者啓発活動を行う「くらしの安心サポーター（３３９名）」を対象に、最新
の消費者問題等の情報を提供する研修会を実施し、地域での活動を支援した。

年間研修総日数

年間研修総日数 人日

人日

人

【交付金】講師謝金、会場借料、消耗品等

人日

人

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

実績

参加者数
自治体参加型

参加希望者数

年間研修総日数

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

事業計画

人

人

人日

実地研修受入希望人数
法人募集型

研修参加・受入要望

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

実施形態

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

年間研修総日数

研修参加・受入

実地研修受入人数



８．今年度に管内の市町村が実施した推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：円）

宇都宮市、足利市、栃木市、佐野市、鹿沼市、日光市、小山市、真岡市、大田原市、那須塩
原市、那須烏山市、下野市、上三川町、益子町、壬生町、野木町、高根沢町、那須町、那珂
川町

栃木市、大田原市、那須塩原市、那須烏山市、下野市、上三川町、那珂川町

足利市

交付金等対象経費

- -

28年度
補正予算

29年度
本予算

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

70,000 816,000

事業の実績

交付金等対象経費

宇都宮市、足利市、鹿沼市、那須塩原市、那須烏山市、益子町、茂木町、市貝町、芳賀町、
野木町、高根沢町、那珂川町

足利市、日光市

29年度
本予算

2,998,000

事業経費

事業計画

- 886,000150,000 816,000

実施市町村

基金
（交付金相当分）

事業経費

7,605,000 5,406,000

-

6,186,229 1,096,863

-

1,177,000

- -

-

200,000 200,000 -

- - --

144,720 - -144,720

80,000

-

- -

-

-

- -

- -

-

-

2,160,000

14,974,059

-

- 126,000 -

-

-

21,140,004 66,999,630 3,158,000 

-

- 28,699,036 31,061,000 

-

80,857,000 

栃木市

126,000

22,331,000

-

栃木市、佐野市、日光市、大田原市、さくら市、下野市、上三川町、益子町、壬生町、野木
町、高根沢町、那須町

2,713,000

-

日光市、小山市

1,523,000 15,936,000

2,713,000

92,000-

29,948,119

- -
宇都宮市、足利市、栃木市、佐野市、鹿沼市、日光市、小山市、真岡市、大田原市、那須塩
原市、那須烏山市、下野市、上三川町、益子町、茂木町、市貝町、芳賀町、野木町、塩谷
町、高根沢町、那須町、那珂川町

-

-

23,000 3,158,000

-

2,351,945

-22,279,007

-

194,467

-

92,000

22,279,207

-

2,580,792

40,721,000 -

3,538,000

22,261,000

-

2,608,563

22,181,000 

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

合計

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

事業名（事業メニュー）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

矢板市

966,000

2,581,979
⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

2,160,000 -

- --

288,000

80,000

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

-- --- -

2,657,000 2,657,000

- -

--



９．推進事業及び活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

・放射性物質検査機器の保守点検実施により安定的な検査体制を維持し、消費者の一般食品等への不安を払拭した。

・専門家（弁護士、通販協会）を講師として活用し、実務的な内容の説明を受け相談機能の強化が図られた。
・消費生活相談員では対応しきれない専門的な知見を、弁護士に助言や指導を仰ぐことで相談対応が強化された

事業強化・機能強化の成果の概要

・消費生活相談員及び行政職員のレベルアップを図ることができた。
・国民生活センターや県の研修に参加し、相談員のレベルアップが図られた。
・研修参加により、相談員及び行政職員の資質向上を図ることができた。
・相談員が研修に参加でき、レベルアップになった。
・相談員のレベルアップのための、国民生活センター相模原研修所における研修に参加した。
・消費生活相談員を専門的な研修へ派遣することで、より専門的な知識が豊富になり相談対応能力が強化された。
・消費生活相談員研修参加支援による資質の向上
・研修で得た住宅の賃貸トラブルや金融･保険等に関する情報など、実際の相談対応において役立っている。
・相談業務及び啓発業務に必要な技法等を学ぶことにより、各相談員のレベルアップが図れた。
・相談員や行政職員を積極的に研修に参加させることで、相談内容や消費者啓発を充実させることができた。
・消費生活相談を適正かつ迅速に解決するため、専門知識の習得・向上が図られ、レベルアップに繋がった。
・消費生活相談員の相談対応力レベルアップのための研修参加を支援することにより、より適切で迅速な相談対応が可能となった。
・消費者行政担当職員及び相談員が研修を受ける事で、能力向上に努める事が出来た。
・研修に積極的に参加することで、相談員の知識のレベルアップができた。
・国民生活センター及び栃木県で実施された研修に参加したことで、相談者への対応力が向上した。
・相談員のレベルアップに係る研修へ積極的な参加支援ができた。
・相談員が消費者問題をテーマとした研修に参加した。
・研修へ参加することにより、相談員の知識向上を図ることができた。
・行政職員の研修参加により、被害手口の知識習得及び啓発業務の充実が図られた。

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

・弁護士を講師に招き、相談処理に必要な法令の解釈や法律の改正について専門的内容の研修会を開催し、相談員等のレベルアップが図られた。

・消費生活相談員の増員及び勤務日数増により、消費生活相談体制の充実を図ることができた。
・相談員の勤務日数が増えたため、啓発活動や苦情相談に対応でき、PIONET入力も迅速にできた。また、相談員の処遇を改善し、新たに１名の相談員を任用することが
できた。
・消費生活相談員報酬を月額180,000円に引き上げたことで、相談受付時間を拡大し、相談体制が強化された。
・相談内容の複雑化及び相談件数の増加により業務時間が増加したが、出勤日数等を増やすことにより対応できた。
・相談員２名体制・週５日の相談業務の充実が図られた。
・消費生活津センターの開所時間を１時間延長することにより、相談受付体制を強化することができた。また、相談員の勤務日数を増やすことで、相談体制の強化を図るこ
とができた。
・上三川消費生活センターに、専門の相談員を設置する事で、町民の消費生活における安定及び向上を図ることができた。
・相談員２名を雇用することにより、専門的な相談にも対応できる体制を整備することができた。
・相談員2名体制を維持したことで、相談員の負担軽減及び詳細な相談業務が行えた。
・相談員が３名だったが、１０月より２名になってしまった。２名で相談体制を継続することができた。
・相談員（2名）を置くことができた。
・消費生活センターを週5日開設することで、消費生活センター機能の充実を図ることができた。

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑧消費生活相談体制整備事業

事業名（事業メニュー）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

・故障により業務に支障をきたしていた収納ボックスを入れ替えることにより，円滑に相談業務を行うことができた。
・閲覧コーナーに見やすく取りやすくパンフレットを置くことにより、有効的な啓発が図られた。
・相談環境向上（バリアフリー、相談時間の短縮）のための備品整備を行った。
・相談員用参考図書を購入することにより、相談機能の強化に寄与することができた。
・消費者六法を購入することにより、最新の法改正等消費生活相談に必要な知識を得ることができた。
・平成２５年３月２７日に益子町、茂木町、市貝町、芳賀町の４町で運営協議会を組織し、芳賀地区消費生活センターを開所させ、相談員による専門的相談業務を実施す
ることにより、消費者被害の防止・救済の手助けをすることができた。
・相談業務に参考となる図書の購入により、相談員の充実を図れた。
・平成28年度に開所したセンターを充実させることができた。
・大田原市消費生活センターとの相談業務委託により相談者に対する迅速な対応を行うことができた。



10．今年度の推進事業支出予定額 11．今年度の基金取崩し実績額

　 　

・消費者団体等勉強会の開催により，消費者団体等の参加者の消費生活に関する知識を深めることができた。
・啓発講座用資料や自治会回覧用の回覧板により、有効的な啓発を行い、消費者の安心安全の確保が図られた。
・消費生活センターだより及びステッカーの全戸配布により、消費生活センターを周知し消費者啓発を図ることができた。
・市民対象の消費生活講座などで資料の配布や啓発用DVDの上映ができ、啓発の充実につながった。
・啓発ボランティアによる啓発ビデオの作成、啓発事業の謝礼、啓発物資・パンフレット・ＤＶＤの購入を行った。
・消費者被害防止啓発用物品の購入、消費者団体による被害防止啓発活動及び消費生活相談員による出前講座を行うことで、消費者トラブルの未然防止と消費者の意
識向上、自立が図られた。
・講演会開催による消費生活の認知度向上。
・悪質商法等の多様化から啓発チラシを購入し、消費生活講座等で配布、参加者への注意喚起に役立てた。
・食品の放射性物質検査を行うことにより、消費者に食の安全を提供できた。
・食品ロス削減チラシの各戸配布により、市民の食品ロス削減への意識啓発を行うことができた。
・啓発活動を通し、消費者教育の重要性を周知することにより、消費者意識の向上に繋がった。
・消費者まつり、消費者啓発講演会、小中学校における消費者教育出前講座等の実施により、消費者被害防止に係る注意喚起及び消費生活知識の普及を図ることがで
きた。
・啓発用品の作成・活用により、消費生活ｾﾝﾀｰの周知徹底及び、消費者問題解決力の強化につとめることができた。
・啓発グッツやチラシの配布など幅広い年齢層に対応した啓発活動を行い、啓発内容の理解が深められた。
・特殊詐欺撃退機器無償貸出による消費者への注意喚起を促した。
・消費者被害未然防止及び消費者教育を目的とした啓発資料を作成し、町内全世帯に配布し、啓発を図った。
・啓発用ボールペン・パンフレットを作成・配布することで、町民へ特殊詐欺に対する周知や啓発をすることができた。
・消費者問題への関心を喚起する啓発活動および講演会開催の事業により、広く地域住民の関心を高めた。
・消費生活啓発のため、「トラブル知らずの消費生活カレンダー」を作成、町内全世帯へ配布した。
・消費者向け啓発資料（高齢者向け、小中学生向け）を配布し、消費生活の注意点とセンター利用について周知した。
・啓発用マグネットを作成、配布し消費者への啓発及び消費者被害の未然防止を図ることができた。
・消費者被害防止及び被害拡大の阻止、トラブルへの対処法の強化が図られた。

うち管内の市町村合計

交付金相当分

うち都道府県

円

うち都道府県

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

・消費者問題に取り組む団体への活動支援を通じて、地元団体との連携が図られた。
・食品表示・安全の消費者への啓発活動

円

円 5,522,880                      

円

49,839,040            

5,522,880                      

円

・訪問販売お断りステッカーを作成、配布することにより、ふれあい相談員を通じて高齢世帯に啓発することができた。
・消費者行政目線の見守り活動の活性化が図れた。
・特殊詐欺撃退機器貸与事業を行うことで、被害の防止及び見守りの気運を高めることができた。
・多様な主体と連携することにより、高齢者の消費者被害防止のための見守り活動の促進及び連携強化を図ることができた。
・特殊詐欺撃退機器の貸出しにより、被害の未然防止が図れた。
・特殊詐欺等撃退器貸出事業により消費者被害の未然防止及び拡大防止を図ることができた。
・消費者の安全・安心確保を目的とする見守り活動の促進が図られた。

・第２次栃木市消費生活基本計画（計画期間平成３０年度～平成３４年度）を策定し、さらなる施策の強化を図ることができた。

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

うち管内の市町村合計

交付金分 85,944,217            

-                                  

円

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

36,105,177            



12．消費者行政決算 見込み額（１）

13．消費者行政決算 見込み額（２）

円

円

円

円30,924,009

29                     

円

円

383,172,079       

17,260,357      

82,903,134      

人

人

円

130,009,456    

-                   

9,354,544         円

人

円

14

人

7,248,960        

円

円

円

円

うち先駆的事業

うち都道府県

212,912,590    

うち先駆的事業

円

うち管内市町村

人

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定） 240,766,471       

113,331,776       

％19.3

26.9

円

-                     

円

62,328,872        

-4,666,981       

-                     

円

円

2,581,979            

-1,349,504       

円円

41,628,057           円

対前年度差

10,704,048       

円

％

269,840,303       

20,960,115       

円

円

円

-4,127,224        

うち交付金等対象の賃料、人件費等

-                     

13,745,656       

37,500,833        

うち交付金等対象経費

円

-2,286,298       

円

-4,666,981       

％

円

円

-                     

12,396,152       

うち管内市町村

円

人

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の賃料、人件費等

2,581,979 円円

-2,286,298       

円

円

円

円

円

8,563,963         

-2,140,085       

円

円

円

円

11,605,571       

55,255,289      ①都道府県の消費者行政決算 見込み額

うち先駆的事業

うち交付金相当分取崩対象外経費 105,678,176

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

円

17,260,357

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算 見込み総額

うち都道府県

27

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象外経費

②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点）

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点）

15

うち管内市町村

15.6

7,248,960

円134,043,000       

90,350,000         

うち都道府県

うち管内市町村

円

うち都道府県

64,609,833           

うち交付金等対象外経費 27,109,000

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

前年度平成２０年度

円 円

円円

円

-                     

円

円

157,657,301    

27,109,000         

うち交付金等対象の賃料、人件費等

今年度

106,934,000       

円

円

円 22,981,776

円

24,331,280円

③都道府県全体の消費者行政決算 見込み総額

169,262,872         円 円

対平成２０年度差

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出額割合

うち交付金等対象経費

233,872,705         

円

円円51,979,125

106,934,000

うち管内市町村

④③を含めた交付金等対象外経費

うち都道府県 円

150,416,471       

-                        

円

円

13

40                     

49,839,040           

91,467,097           

円円

円

134,043,000       

119,423,832

8,362,608         

14,974,059

円14,974,059           

142,405,608         

円

円

円

99,829,705        

12,489,832        



14．基金の管理（実績）

15．都道府県の消費生活相談員の配置について

16．都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

②研修参加支援

③就労環境の向上

処遇改善の取組 具体的内容

1

人

11,729,253                           

円

円

人

人 今年度末実績

相談員総数

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分）

相談員総数

人

人

相談員総数 10

前年度末 今年度末実績

相談員総数 9

相談員総数

消費生活相談員の配置

今年度末の予定基金残高（交付金相当分）
　（※出納整理後の額を記載）

6,215,437                            

今年度の基金積戻し額（交付金相当分）

10 今年度末実績

前年度末の基金残高（交付金相当分）

今年度の基金取崩し額（交付金相当分）

円

前年度末

うち定数外の相談員

うち定数内の相談員

前年度末

①報酬の向上

④その他

うち委託等の相談員 前年度末

人

今年度末実績 相談員総数 9

相談員総数

人

1

相談員総数

人

-                                        

5,522,880                            

設置当初の基金残高（交付金相当分） 388,900,000                         

円

円9,064                                  

円



17．管内市町村の消費生活相談員の配置について

18．今年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

・相談員が講座時に活用できる資料（パンフレット等）の購入
・平成26年度から塩谷町の消費生活相談を受託

④その他 ○

②研修参加支援

○①報酬の向上

○

③就労環境の向上 ○
・相談員専用のインターネット閲覧用パソコンの配置増
・消費者契約法改正等に伴う参考図書の購入

今年度末実績 相談員総数

相談員総数 66

・消費生活相談員及び行政職員のレベルアップを図るため国民生活センター等の研修に派遣
・相談員の資質向上のため、国民生活センターや県の研修等への参加支援を行った。
・相談員ができるだけ研修に参加できるよう、勤務体制の調整や公用車の利用を推進

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

人相談員総数 66前年度末

うち定数内の相談員

相談員総数 人

・月額の引き上げなど、報酬の改善を継続して実施した。

前年度末 相談員総数

消費生活相談員の配置 人

うち委託等の相談員

今年度末実績

前年度末

うち定数外の相談員 66前年度末

人 今年度末実績相談員総数

今年度末実績

人相談員総数

人

相談員総数66 人

人


